
「循環のまち・ふくおか推進プラン 第２期実行計画」
の策定着手について

令和６年８月
福岡市環境局

資料３



「循環のまち・ふくおか推進プラン」の構成
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■ 計画の構成

「循環のまち・ふくおか推進プラン」の構成

長期ビジョン

実行計画（第１・２期）

毎年度の実施計画

長期的なごみ減量の基本方針（10年間）

具体的な施策（５年間）

■ 現行の計画期間
2021年度

（令和３年度）
2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024年度
（令和６年度）

2025年度
（令和７年度）

2026年度
（令和８年度）

2027年度
（令和９年度）

2028年度
（令和10年度）

2029年度
（令和11年度）

2030年度
（令和12年度）

第１期実行計画
評価・検証

第２期実行計画
策定

長期ビジョン
第２期実行計画
評価・検証

次期計画
策定

循環のまち・ふくおか推進プラン（第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画）

長期ビジョン（10年間）

第１期 実行計画（５年間） 第２期 実行計画（５年間）

 「循環のまち・ふくおか推進プラン」は、長期的なごみ減量の基本方針を定めた10年間の「長期ビジョン」と

５年ごとに具体的な施策を定める「実行計画」で構成。

 「第１期実行計画」が令和７年度までとなっていることから、「第２期実行計画」の策定に着手するもの。



策定の考え方
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■ 国の動向について

ビジョン：「循環共生型社会」の実現
（循環…地下資源依存から「地上資源基調」へ 共生…一人一人、地域・企業等、国全体、地球全体の未来が同心円）

方 針：ウェルビーイング／高い生活の質をもたらす「新たな成長」
政策展開：科学に基づく取組のスピードとスケール

ネット・ゼロ、循環経済、ネイチャーポジティブ等の施策の統合・シナジー
政府、市場、国民の共進化 「地域循環共生圏」の構築による「新たな成長」の実践・実装

重点戦略：①経済システム②国土③地域④暮らし⑤イノベーション⑥国際

第六次環境基本計画（R6.5 閣議決定）

ポイント： 循環経済への移行を国家戦略として位置づけ
…循環経済への移行は将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」を実現し、地上資源基調の
「ウェルビーイング／高い生活の質」を実現するための重要なツール

気候変動や生物多様性保全といった環境面に加え、経済安全保障・産業競争力強化、地方創生・ 質の高い暮らし
の実現にも貢献

５つの柱：①循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり
②事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環
③多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現
④資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行
⑤適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進

第五次循環型社会形成推進基本計画（R6.8 閣議決定）

これら国の計画も踏まえながら、福岡市の地域性等を考慮し、具体的な施策等を検討していく。



策定の考え方
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○ 「循環のまち・ふくおか推進プラン」策定以降、ごみ減量施策の着実な実施に加え、プラスチック資源循環促進法の施行や

新型コロナウイルス感染症などの影響もあり、ごみ量は大幅に減少。

○ その結果、３つの数値目標はいずれも既に達成（資料１）。

○ また、令和８年度以降、家庭ごみにおけるプラスチックの分別収集を開始することとしているが（資料２）、

取組指標として、家庭ごみにおけるプラスチックごみの削減量などを掲げている。

■ 目標値・取組指標の見直しについて

■ スケジュール（案）について

第２期実行計画の策定に合わせ、目標値・取組指標の見直しも行っていく。
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 令和５年度のごみ処理量については、令和４年度と比べ、約２千トン減少し、約50万５千トンとなった。
 家庭ごみ処理量については、令和４年度と比べ、約８千トン減少し、約27万５千トンとなった。
 事業系ごみ処理量については、令和４年度と比べ、約６千トン増加し、約23万トンとなった。

２ 数値目標について（①ごみ処理量）
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■ ごみ処理量の推移

【再掲】資料１
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３ 数値目標について（②市民１人１日あたりの家庭ごみ処理量（家庭ごみ原単位））

推計人口 1,592,657（※） 1,612,392 1,619,585 1,631,409 1,642,571 1,638,000 1,649,000

※令和元年度の家庭ごみ原単位及び推計人口は計画値。

 令和５年度の家庭ごみ原単位は458g/人・日で、人口が増加する中、ごみ処理量が令和４年度と比べ約８千トン減
少したことにより、17g/人・日減少した。
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■ 家庭ごみ原単位の推移

292,078 302,104 292,854 282,951 275,161

【再掲】資料１
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４ 数値目標について（③１事業所１日あたりの事業系ごみ処理量（事業系ごみ原単位））

 令和５年度の事業系ごみ原単位は9.8kg/所・日で、令和４年度に比べ、ごみ処理量は約６千トン増加し、事業系ご
み原単位も0.2kg/所・日の増加となった。

■ 事業系ごみ原単位の推移
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※事業所数は法人市民税における課税事業所数。令和５年度の事業所数が公表前のため、令和４年度の事業所数を用いて算出している。
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229,562

事業所数 59,004 60,378 62,201 64,009 64,009(※)
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【再掲】資料１



【参考】循環のまち・ふくおか推進プランの施策体系
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【参考】第五次循環型社会形成推進基本計画
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【参考】第五次循環型社会形成推進基本計画
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【参考】第五次循環型社会形成推進基本計画
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